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ナトリウム冷却高速炉の炉心損傷事故評価において制御棒材の炭化ホウ素とステンレス鋼の共晶溶融反応

及び移動挙動を模擬できるようにするため、共晶溶融物の熱物性評価、共晶溶融反応実験及び材料分析、

共晶溶融反応に関する物理モデル開発及び実機適用解析を実施する研究プロジェクトを立ち上げた。ここ

では、プロジェクト全体概要及び初年度（平成 28 年度）の進捗概要について報告する。 
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1. 緒言 
 ナトリウム冷却高速炉の設計コンセプトの一つに、仮に炉心損傷事故(CDA)が起きたとしても設計対策

により溶融燃料を原子炉容器内に格納する炉容器内事象終息(IVR)の達成が挙げられている。その IVR を達

成するための要件を同定し、設計対策の有効性を評価した結果、制御棒材（中性子吸収材）である炭化ホ

ウ素(B4C)とステンレス鋼(SS)の共晶溶融反応及び移動挙動が将来の研究課題として摘出された[1]。そこで、

これまでの CDA 評価では考慮されていなかった B4C-SS 共晶溶融反応及び移動挙動を実機解析の中で模

擬することを目的として、研究プロジェクトを立ち上げた。本報では、プロジェクト概要として４年間

の全体計画を述べるとともに、初年度（平成 28 年度）の進捗概要について報告する。 
2. 全体計画 

B4C-SS 溶融物の炉心内の再配置は反応度低減に大き

な影響を及ぼす[2]。図 1 に着目すべき現象を示すが、本

プロジェクトでは、B4C-SS 共晶溶融反応及び混合・移行

挙動を調べることとした。熱物性評価として、B4C 含有

率をパラメータとして年度毎にデータの拡充を図る計画

であり、固相（密度、比熱、熱伝導率等）、液相（密度、

比熱、熱伝導率、表面張力、粘度等）の物性データを取

得する計画である。次に、共晶溶融反応の可視化実験

を行い、物理モデル検証のための実験データを得る計

画である。また、共晶溶融反応速度を求めるため、B4C-SS 共晶溶融反応のみならず、B4C と共晶溶融物、

SS と共晶溶融物の反応速度データも取得する計画である。これらの実験データ等を基に、物理モデルを開

発して、CDA 解析コード SIMMER-III(SIMMER-IV)にモデルを組み込み、最終的には実機適用解析を行う

計画である。 
3. 平成２８年度進捗概要 

B4C 含有率 5-mass%を対象に、固相及び液相の熱物性データを取得した（第 2 報以降）。共晶溶融反応実

験を行い、溶融挙動の可視化及び固化物から移動範囲の同定、並びに材料分析を行った。また、物理モデ

ルの開発及び解析コードへの組み込みを行い、動作確認を実施した。 
4. 結言 

本研究プロジェクトを概説するとともに、初年度進捗概要を報告した。 
*本報告は、経済産業省からの受託事業である「平成 28 年度高速炉国際協力等技術開発」の一環として実施した成果である。 
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図 1 着目すべき重要現象 
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